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松下電器産業における国際マーケティング

近藤文男

I はじめに

企業の活動がグローパノレな規模で行なわれるようになると，人聞のニ ズと

ウォ γ ッが国際的競争を通じて国際的規模で実現されるようになる。 Fローパ

ノレ・ 7 ーケティソグとは資木輸出を基礎と Lたグローパノレ企業に上って全世界

的な視野で人間のエーズEウォンツが計画的，納織的に実現される国際マーケ

ティングのとるー形態である。アメリカを中心とした巨大企業は195日年代末か

ら1960年代にかけて，海外の複数国に進出することによって，いわゆる「多国

籍」企業と呼ばれる現象を実現した。このような状況を背景に，アメリカの学

者を中心に国際マーケティングに関する研究が積極的に開始された。これまで

の国際マーケティングに関する研究は，大きく分けて次の 2つの学説に分ける

ことができる。

その一つは i現地適応説」ともlIfばれる学説で，国際化の進行過程の中で

人間のエーズとウォンツは国が異なれば大きく異なる故，国際マーケティング

はこの現地の多様なニーズとウォンツに徹底した適応が必要となる。 i現地適

応説」の代表的論者ーとしては， P. R カトーヲ (P.R. Cateora)， J. M.へ月

0. M. Hess)， W. Jキ -}f"/ (W. J， Keegan)などがし、る。カ I ラは「国

際マーケティングとは，一回以上の消費者もL.<はユーザ に向けての，ある

会社の財貨およびサーピスの流れを導く経営諸活動のパフォーマンスである」

L 定義したうえで，マーケティングの独自性，諸問題の相違枠などに対処す

る必要な戦略の多様性を強調しているヘ

。P.R. Cateora & ]. M. Hess， International Marketing， 1975角松正雄j 江夏健 ，竹田ノ



l出 (156) 第 142省第l号

もう一つは， I国際的標準化説」と呼ばれる学説で，国際化の過程の中で消

費者のニ ズやウォンツ，生活様式が類似，均質化してくる傾向がある故，多

国籍企業がマーケティ:/f7'を世界的に標準化，統合化することによる利益を強

制した。この学説の代表的論者には1<.D バゼノレ(R.D. Buzzel)や T.レピ

ット (T.Revitt)がいる。パゼノレは多国籍企業がマーケティング戦略を国際的

に標準化し統合化することによって，潜在的利益が生じることを指摘してい

るヘ レピットによると，通信，輸送，テクノロジーの進歩は，ニーズとウォ

ンツを地球的規模で同質化L，地球上いたるところで市場を同質化しつつあり，

このますます同質化する世界では，経営努力の全てを地球規模で標準化するこ

とで， コスト競争力をつけ競争優位性を獲得する，という"。

このような従来の諸学説に対して， M. E.ポーターはグローバル企業におけ

る競争優位という新しい視点でグローパル企業のマーケティ Y グの研究を試み

ている。そして，彼は国際7 ーケティングに関する理論を整理しその理論の

限界を次のように指摘している。

「国際戦略の特徴は，世界的標準化を採用するか，現地適応化を採用するか

の選択，すなわち経済原則〔大規模な効率のよい設備をつくる〉か，政治的要

請を通す〈資材を使い，そこで生産をする〕かの均衡である。従来の議論では，

企業の国際戦略の選択の複雑さを特徴的に把握寸ることができない。企業の国

際戦略の選定のためには，価値連鎖 (valuechain)全体の視点からグローパ

ノレな配置 (configuration) と調整 (coordination) によって， 競争優位を得る

ことを検討しなければな bなし、。企業はある活動を標準化(集中化〉して，他

の活動を現地化(分散化〉する ζ とが可能である。また分散化した活動の調整

を通Lて標準化と現地適応化を同時に行なうことができる。つまり，ある種の

¥、志郎監訳『国際マーケティング管理』ミネルヴァ書房ョ 1979年参照。

のR.D. Buzzel，“Can you Standerdize Multinational MaIkting"， HaTvard Business Revie叫
November/Decembet 1968.参照。

3) T. Levitt，“ The Globalization of Markets." Harvard Business Re町'ew，MayIJune 1983. 

参照。
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活動を現地適応化(たとえば，それぞれの国ごとに製品差別化をおく〉したり，

他の活動(たとえば，製造〕を標準化させたりすることができる。」心

ポーター理論はグローバノレ競争戦略の個別的分析単位に市場や製品を用いず，

経営機能の概念に着目 l，低コストや差別化による競争優位の実現に向けた経

営機能のグローバノレな「配置」を問題としたうえで，次に諸活動の高度な「調

整」を行なうという独自の戦略諭を構築している。ここでは，従来の標準化か

現地適応かという問題D設定を越えて，彼の理論は「配置」と「調整」の概念

によコて標準化と現地適応化を同時に実現可能な理論構成をとっている。

木稿では，ポーターの理論を念頭におきつつ松下電器産業におけるグロ パ

ノレ・マーケティ'/!1実態の分析を通して， グローパノレ・マーケティングの特徴，

とりわけ日本企業のグヨーパノレ・マーケティ'/!1の全体像を明らかにしてみた

し、。

日本の代表的総合家電メーカーとして松下電器産業は， 1987年度の売上高は

3兆2776億円で 2位の目立製作所に売上高で， 1600億円の差をつけてトップ

メーカーであるとともに，その輸出においても 8962億円でトップに位置してい

るヘ近年貿易摩擦と円高を契機として，積極的に海外にも進出しており，海

外従業員の比率でみると， 47%と高い比率を示しているヘ

II 松下電器産業における国際マーケティンゲ

(1) 輸出マーケティング

戦後わが国企業の国際マーケティ γ グに見られる特徴は，国内を拠点とした

一点集中型の大量生産体制lを確立し， ここで大量に生産された製品を海外に向

けて集中豪雨的に輸出した商品を海外の販売会祉を通して大量に販売してきた

ことにある。この現象J土，特に自動車や電子機器産業に典型的にみられる。 M

E.ポーターは， 日本の自動車や電機産業に見られるこの現象を， I単純な初

4) M. E. Porter，口σρ1petitionin Global Industry， 1986， p. 35 
5) ~有価証券報告書~ 1988年 3月。
6) 月本産業情報センタ 『松下グノL プの実態と[止界戦略~ 1987年， 34へ ν。



158 (158) 第142巻第l号

期のグローバノレ戦略Yと'i'んでいる。私はここでは， この現象を一応単純な輸

出と区別して国際マーケティ γグのとる 1形態としての輸出マーケティ '/!I'と

名づけておく。

特に， 日本の民生用電子機器は自動車産業と並んで世界の供給基地となり，

日本の電子産業の国際競争力拡大の原動力となった。 1952~53年にアメリカか

らのヲイセンλ供与を受けて，生産を開始した日本企業は，当初はもっぱら園

内市場の開拓に多くのエネルギーを費やしアメリカ市場へ進出するだけの力を

もっていなかった。 1960年代の初頭には，若干の白黒テレピの輸出しかなかっ

たが，その後1相次増大'_， 1966年には15%，70年には50%と急速にシェアーを

拡大していった。

なかでも，民生用電子機器産業の代表的産業としての松下電器産業は，着実

に輸出を増大させている。すでに松下電器産業は，戦前から海外活動に着手し

ており，はや〈も 1932年には輸出部が設立されていた。 1935年にはこれを分離

独立させて松下電器貿易(株〉を設立した。松下電器貿易は松下電器産業の海

外部門の活動を代表して，戦前，アシア地域を中心として，多〈の地域で積極

的に生産と販売の事業を展開してきた。当時わが国では商品輸出は専門の貿易

商社を通して輸出するのがー般的であった中で，メーカー自らの手で輸出する

ことは，きわめてめずらしいことであった。ところが，戦争によって海外の工

場，販売会社は全て喪失してしまったが， 1951年 B月V:，戦後の松下電器グル

ープの解体で独立した松下電器貿易を，再び同社の傘ドに入れ，東南アジア，

中近東，南米などに社員を派遣し，輸出ノレートの開拓に努めた。 1954年の松下

電器の輸出は，前年の 2倍を超える 5億円士記録し，国際化は緒についたばか

りだった。その後第1表が示すように，毎年大幅な伸長を続け， 1958年には32

億円となり， 輸出比率も 6%へと急上昇 Lた。 1959年には経営方針として，

「輸出の本格化」を強く打ち出しているG 同年II月には，製品の輸出のみなら

ず技術，資本の輸附をも含む海外進出の強化の介めに，木村に国際本部(現在

7) M. E. Porter. ot. cit.. p. 56 



松下電器産業における国際マーケティング (59) 159 

第 1表松下電器産業の輸出額四推移

年 度 輸出額百万円 輸出比率%

1958年 3，265 6.1 

19印年 10，217 9. 7 

1965年 33，575 11. 3 

1970年 115，357 15.6 

1975年 224，503 14.8 

1980年 493，874 24.5 

1985年 1，274，335 37.2 

1986年 1，006，511 31. 8 

1987竿 896，178 27.3 

〈出所) ~有価証券報告書~.但し. 1958年と196C年については.~.松下電器50年

¢略史』より算出.

では海外亨業部〕を新設した。 1960年には 10白億円の大台を超えてその後も急

速に伸長L続けるとともに，製品の種類も当初はラジオが大部分であったが，

1962年頃からテレピ，テープレコーダーをはじめ，乾電池，電子部品，電蓄プ

レーヤー，電熱器，冷蔵庫，洗濯機なども大幅に伸びている。輸出市場も，当

初の東南アジア，アメリカから全世界120ヶ国に広がってきた。輸出の増大と

並行して，海外販売会社の建設も急ピッチで進んでいる830

輸出の重点地区として，北米市場，欧州市場，東南アジア市場をあげ，そこ

では現地のディーラーまかせから，販売会社を設立することによって，ここを

拠点に現地のニーズやウォンツの把握，その本社へのフィードパック，広告宣

伝，独自の販路の構築，アフターサ ヒスなどを中心とした国際マーケティ γ

グを展開した。

北米市場，なかんずくアメリカ合衆国市場は最大の重点地域であった。アメ

リカへの輸出は 1951年に開始されており， 1955年にはヲジオを~ミナソニッ

ク"のプランドで輸出し，それを通じ亡商品や市場の研究を行なった。当時ア

メリカの電機業界の小売価格は極度に乱れていたが，アメリカ松下電器は品質

8) ~松下電器50年四時史~ 1968ネ 311ページ。
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で勝負し，値下げ競争には加わらない方針を堅持し， 小売価格維持に努力し

たペ 1961年には全商品を M パナソニッグ， CPanasonic) ブランドで販売する

ことを決定して松下商品の優位性をアピーノレした。松下電器産業は商品輸出に

あたって，製品の優位性とともに技術革新とマス化によるコスト優位性を一貫

して重視した。このコスト優位性が輸出に際してもアメリカ製品の価格より安

く設定することを可能にした。コスト優位性I:l:独自のチャネノレ形成に際しても，

アメリカのメーカ に比べて小売!古に高いY ージンを払うことを可能にし，容

易に取り扱い小売庖を拡大することができるという優位性を保証した。かくし

て松下電器産業は高品質をアピーんする松下専用のプラ Y ドと高マージ Y を武

器にして，独自の流通千ヤネノレの拡犬をはかった。 1963年には販売庖数は500

所超し，売上げも 1000ドノレに達した。 1965年， ニューヨーク，シカゴに独立採

算tr，uに基づく 2営業所を設置し，西部の代理屈ニみーグラフト社とともに，ア

メリカにおける松下製品の販売拠点となった。日本メーカーはアメリカ市場を

開拓するにあたり，強力なプランドをもっアメリカの大手メーカーの手薄な分

野を足がかりにして，開拓した。 RCA社，ゼニλ社 CZENITH)などが収益

性が高い大型のいわゆるコンソーノレ型セットを中心としたのに対L 松下をは

じめ日本メーカーは国内で生産しているのと同型の小型のポータフツレ型や卓土

型を主力に阪売した。その流通チャネノレは，アメリカの家電メーカ が採用し

ているチャネルとは異なった独自のチャネノレを選択した。アメリカの多くのメ

ーカーは，それぞれ白地域における専属目卸業者を媒介としたメーカー→卸売

業者→小売業者という二段階の販売方式を採用しているが， 日本メーカーの在

米販売子会社は， iレップJ10)とザばれる歩合制のセ ノレ見守 Y を活用し， メ

9) 松下電瀧貿易50年のあゆみ..!l1985午I GGへージ。
10) レップとは SalesRepresentativesのことで，小さいオフィスに電話一本z 事務員一人という

小規模の個人営業に近い帽の代理莱で，一定地域をテリトリーとし，販売促進，宝注活動を中心
に，メーカーの代行をするもので，通院商晶を買い取ったり，在庫はぜず，メーカーとの取引
はコミッションで行なわれる。コミッションは一定ではないが，一般に売上高ID5 '""'-'10%が支払
われているのレップ制度は海外メ カーのように自社のチャネルをもたない場合，チャネルの弱
い地域などに用いられるごとが多い。(日本電器工業会，家電海外調査委員会『米国におげる家
電流通の現状調査報告書J，日本電機工業会， 1977年， 38へージ。
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ーカー→小売肩という一段階の販売方式によって，大都市およびその周辺を中

心に取り扱い小売盾を拡大し Cいったo もうひとつは，百貨届やディ λ カウン

ト・ストアなどの大型量産販広への販売のルー H::採用した。松下電容は早く

から自社プラ y ドで独自の販売ル トを開発する一方， 自社プラ γ ドの浸透

には限界があるため， 販売にさいして， J， C ベニー CJ， C. Penny)などの

プランドで OEMCOriginal Equipment Manufacture)輸出を積極的に行な

η てきた。松下の OEM輸出は大型信に限らず RCAなどメーカーにたし、しで

も行い，これはアメリカにおける市場占有率の拡大の有効な方法であった1υ。

アメリカで6日年代中頃にコンソーノレ型などの大型テレビが市場の 9割と庄倒的

な比重を占めていたが 60年代末から 7口年初頭にかけて， 中・低所得者によ

る新規購入と 2， 3台目の買増し需要の発生する中で， 日本企業の販売するポ

ータブノレ型および卓上型の小型機種の比重が増大し， コY ソーノレ型の需要を上

回るようになった。きらに， 70年代中頃から80年代にかけては，ポータプノレお

よび卓上型の比率は 7割から 8害lに上昇した。

1970年代の後半にかけて松下は，すでに確立した TV市場を足場に， それ

と関連した新しい製品 VTRの輸出に重点を置くことによって，安定した市場

を獲得した。カラーテ νピを中心とする集中豪雨的輸出は，カラーテレビにお

いて最も先鋭に現れ，国内での日本製品に対する輸入規制十自主規制を余儀な

くさせた。カラーテレビの対米輸出問題は1977年春，日本の通産省代表とアメ

リカの大統領通商交渉特別代表との政府交渉の結果，日本側が輸出台数を年間

175万台に自主規制するという政府間協定の締結にまで至った。その頃から，

円木の民生用電子機器メーカーソニーを初め左して松下電器等白木の大手メー

カー B社はアメリカに進出し TVセ vトを中心とした製造に乗り出すことを

余儀なくされた。

欧州市場は民生用電子機器の世界市場において，アメリカ市場についで広大

な市場を有している o 松下電器は， 1962年 6月J ドイツのハンプノレグに，海外

11) r松下電器貿易50年のあゆみJl144ベ ジ。
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販売会社としてはアメリ刀松下電器に次いで 2番目のハンフソレグ松下電器有限

会社を設立したc 商品開発力，価格競争}j全((i)菌にわたって常に市場をリー

ドしていた西ドイツ市場で成功するため，ハンプノレグ松下電器と1970年に設立

したドイツ・ナショナノレ転電池販売有限会社を統合し， ドイツ松下電器有限会

社を発足した。ドイツ松下電器が最初に取り組んだのは販売網の整備確立であ

った。卸売に依存する従来の販売方式から直接小売に販売するノレート販売方式

を積極的に推進する方式を採用し，地方の末端まで松下製品の浸透をはかったの

これにより小売1苫の直接販売比率が 3年後に30%， 5年後には505百に， そし

て1985年には805百にまでなった。小売盾への直接販売は松下の安定的市場の拡

大にとどまらず，商品に対する市場の生の戸を直接聞くことが出来，製品開発

にも大いに役立つことが出来た。また， I営業部門は現場へ」の方針のもとに

各地に営業所を設立し，独立部門として組織化するとともに，現地人による運

営をはかつてきた。 1985年時点で，ハンプノレグ， デュセノレドノレフ， ウィースバ

ーデγ，シュトウットガノレトおよびミュ γへγに営業所を設置した。販売網の

確立と並行して販売促進活動も積極的に展開した。デモ・カーに調理コックを

乗せて νλ トランやホテノレを巡回したり，電子レンジの料理ブックのほかソフ

ト開発を目的とした料理スタジオや，販売盾担当者を刻象とした料理教室を開

設して，これを 般消費者にも開放した問。

ドイツに次いで，欧州市場への進出が早かヮたのはイギリユであるo 日本の

民生用電子機器の対英進出は，英国にカラーテレビが導入されてまもない1960

年代末から70年代初頭にかけての相次ぐ各社の販売子会社の設立に始まった。

ソニーが1968年 5月， Sony (UK) Ltd"三洋電機が1968年 7月， Sanyo-Maru. 

beni (UK) Ltd" シャ プが1969年11月， Sharp Electronics (UK) Ltd，.日立

家電販売が1970年 4月.Hitachi Sales (UK) Ltd，.三菱電機が1972年12月， Mi. 

tsubishi Electric (UK) Ltd，.東芝が1973年 4月.Toshiba (UK) Ltd"日本ビ

クターが JVC(UK) Ltd..日立製作所が1975年 5月.Hitachi Electronic Com-

12) 向上.68"'71へジo
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ponent (UK) Ltd.，をそれぞれ設立している1ヘ
松「電器は1972年9月， ドイツについでイギ 9ス松下電器株式会社(NPUK)

を設立した。それまではアフリカ各国で実績のあヮた UAC社と1963年から取

引を開始し， 1967年に松下製品の専門部を設け，木格的な市場づ〈りを推進L

てきたが， 1972年 9月 UAC社から代理権の返還を受けイギリァ、松下電器株式

会社を設立した。イギリ月松下電器は新しい販路の開拓をめざし，民生用機器

の販売における卸売り業者をねいて直接販売体制を確立した。さらに， 1980年

4月には英国松下事務機器販売会社 0983年 4月英国パナソエック特機販売株

式会社と改称〉を分社L，事務機器，産業機器分野にも力を入れて販売した。

その他， 1968年 3月にはパリにフランλ 松下電器 (PFS)を設立， 1972年2月

にストックホノレムに旦ェーデy松下電器， 1973年 8月にブリュッセノレにベルギ

ー松下電器 (PBN)， 1976竿4月にデyマークのロングピーにデ γ マーク松

下電器 (PAD)，同年12月に旦イスのツークにスイス松下電器貿易株式会社

(METS)， 1980年 2月に ξ ラノにイタリア松下電器 CPIT)を設立， 同年8月オ

スロにノノレウェー松下電器 (PNA)，1982年 6月ウィーンにオーλ トロー松下

電器(PAG)，1985年 7月ダプリンにアイノレランド松下電器 (PSI)を設立するな

ど，欧州市場を隅なく網羅した販売体制を構築した凶。こうして，松下電器は，

欧州市場の開拓にさいしても，まず販売網の構築を先行した。独自の販売網の

形成は，松下電器に限らず日本の代表的家電メーカーの多くが採用した方法で

もあヮた。独自の販売網に支えられた日本からの輸出の増加は，イギリスをは

じめ欧州諸国の保護主義の台頭により困難となり，現地生産へと戦略転換を余

儀な〈された。 1982年秋，欧州メーカーから }t'/ピング提訴され， 1983年には

輸出の肖ギ規制をすると同時に直接に工場進出によって貿易摩擦の解消を図ろ

うとした。

日本の家電メーカーが，戦後世界市場戦略として最初に重視した地域はアジ

13) 東洋経済臨時増刊『海外進出企業総覧Jl1985年参照。
14) ~松下電器貿易印年Dあゆみ1 72-78ベージ。
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7市場であった。戦後間もない買は日本の家電メーカーは資本力，技術力にお

いて弱かったので競争相手のない東南アジア地域は，アメリカ十欧州のような

巨大な市場への進山に先立つ製品とマーケティ γ グの実験市場でもあった。ア

ジアの中でも，松下電器が重視した市場ほ台湾であった。戦前の台湾は日本の

支配下にあり松下電器産業の傘下に販売会社と無線会社があった。 1945年日台

貿易協定を機にj 大光実業行(現日本ビクタ一代理庖〉などと貿易を開始し，

1953年には建隆電器廠に対して松下電器はラジオキットの供給に始まり，扇風

機，洗濯機，冷蔵庫，クーラーなどを輸出している。この輸出を支えたのは現

地の 6001百余のナショナノレショップ庖を中心とする約800庖の電器庖であった。

1976年には台北に松電貿 (STM)を設立している。

香港市場に対しては， 1950年代から信興電器貿易股分有限公司を通してラジ

オ，アイロン，扇風機，冷蔵庫，洗濯機，テープレコーダーなどを輸出した。

同社は松下電器の販売方針に従った販売網の設定，宣伝，サーピスで協力を得

てきた。 1974年 6月にはシンガポールに松下の100%出資会社シンガポーノレ松

下電器貿易株式会社 (METOS) が設立された。ここでは γ ンガポールにおけ

る販売代理!占に対する販売の幼成活動を中心にシンガポーノレやマレーシアの各

生産会社の製品目輸出業務，つまり三国間取引，資金の調達と運用，ないし近

隣の松下グループに対して為替リスク回避とコ λ トメリットの提供などを行な

ョてきた。

イ Y ドネシアでは1976午合弁販売会社，松下販売サーピ1 株式会社 (MAS

CO)を設立し， MASCOが当初からと〈に力を入れた販売政策は， KEDAI 

NATIONAL (ナショナノレショヅプ庖〉っくりであった。当初2庖からスター

トした KEDAINATIONALは1985年現在234腐を数え，取引のある家電専門

広の80%が加盟している。このショップ庖づくりとは別にプミプトラ底つ〈り

(マレー入居づ〈り〕があり，これら各販売庖へのパックアップ対策として，

個別展示会，合同展示会の斡旋，料理教室，ホームパーティなどを推進してい

る。このような活動の結果，“ NATIONAL"のシェアーは37，5%という高し
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とくに電子レ γジ，アイロン，炊飯器においては80%を超える高いシェアーに

なっている。

イYドネシアにおし、ては，“ NATIONAL"プラ γ ドは年々知名度が高まり，

販売サービスの拠点、としての営業所も/~:-' V:-'市，スヲバヤ市，メダン市へと

次々と設置し1985年現在21カ所を数え，業界でもトップの阪売網と置販体制を

持つに至った。その他1970年 4月にはタイのパンコッグにず 1 ーナショナル販

売サーピス株式会社 CSNSSC)を設すしている15)。

松下電器斉業の国際マーケティングの推進を果たしてきた販売会社は，アメ

臼カ市場，欧州市場，アジア市場を中心に設立されたが，この他第2表が示す

ように，中南米市場，アフリカ市場，オーλ トラリア市場など全世界各地に隅

なく設立きれている。第2表は1988年 2月現在の松下電器産業の販売会社の設

立の実態を示したものである。販売会社36社中1960年代と 1970年代に設立され

たものは， 27社 σ5.0%)あるのに対して，製造会社は68社中39社 (57.4%)と

比較的少ないのが対照的である。 1960年代と1970年代の松下電器産業に見られ

る海外の販売会社を主体とした国際マーケティングは，輸出マーケティ γ グの

形態をとった。これは販売先行的な日本の国際マーケティングの特徴主端的に

示している出。この販売先行的輸出マーケティングは，欧米諸国のマーケティ

ングが早くから海外に生庄と販売拠点を置き，現地に権限を移譲しておこなう

「マノレチドメ九ティック」マーケティソグを展開したのとは対照的に園内に生

産拠点を置き，低コストと製品の優位性を基礎に海外には販売拠点のみを設置

して展開するという特徴をもっ。

ところが， 1980年代に入り円高と貿易摩擦，輸入規制の強まるなかで松下電

器産業をはじめ，多くの日本の電機メーカーは，海外において製造会社と販売

会社が一体となって，グローパルな視点で配置と調整を重視したマーケティ γ

グ実践を開始した。ここでは国際マーケティ γ グは「グロ パノレ・マーヶティ

15) 同ム 88"'103ベージ。

lの 竹田志郎教授は日本企業"国際マーケティングの特徴に販売の先行性をあげている。竹田志郎
『日本企業の国際マーゲティング』同文館， 1985年岳参照。
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第 2表海外事業場一覧
E販売主体会社】 19.88年 2月

地肌 ゆh 外会社名 思立作月仲日 P肝 :tE l也 担 当 業 務

"ゴコ77，711クレス Pl\.t~I\I<:久X ~七回・ニュ ヨーク プ7クシミリ呼のn民主E
二ノョン 1977， 1.28 

Jt 
パナソιγ クハワイ「楠 円 II 米国・ハワイホノルル 名1虫屯気機器のiIi長'~

H6t 6. 1 
米

力ナグ 1l:干'，:[i;~ii (.附 ¥'liI工A カナダ・ミセソガ 。
H'65.12.7 

八MACアメリカ松賀 l附 1981. 2. I日
米国・ロザンセ、ルス ;j(:1't1J::ll，ft，の世界への供給

メキシコ松下電器[附 Mf¥l古u刈'l( メヰシコ・メキシコシティ 名荷電気機訟の販売
19白9.7.29 

グγテマラ怯下宿器(閥 N1917G4ヨA617 グ7アマフグ7テラマシティ ，ッ

Jt N八SAL ユルガルパリド‘ルーサJレJ{ドル松下屯12附
1973. 4. 1~ ンサルパドル

Jヶ

米

コスタリカ H\ 下'ill~~~柑 T 19F 67、s!へ18 コスタリカーサンホセ Jγ 

中 ラテンアメり式l PAN;¥LAT パナマ 。
怯 F'jゼ器側 l'J70. 6.20 

南 VEI¥l，¥CO 
ベネズヱラ軒下i韮器削 ベネズェヲ カヲカス 名禎司気俄器のIVk己

米
lJ73. 1.12 

エクアドル松下屯器(柑 NAPC--C エクアドルーニFドー Zツ

1076. 8. '25 

ベルー松下屯器(附 Mi9I6E6弘へ7.22 ベルー，リマ ， 
アルゼンチン A15R8λ0/kRl〉 6 アルゼンチン・

H 

十ショナ11販売i附 プエノスアイレス

ドイツ松下世器(附
j)LX; 

四ドイツ・ハンブルグ グ

19日2.6.22 

欧州松下宿池阪出側 PBSE ベルギー・プリ 1.'1，1;)[， 各陣乾m池の販売
1'J7-1.12.21 

ベJレギ位下屯器附 Pfi'J H 各種~~記L可包括の版完
1073. 8. 3 

スイス松下，l:1~古賀罰l附
、vlETS

スイス・ツーク Jγ 
欧 1976.12.22 

フランス.f):'Fíli: -~~í閥
p[也

プランスーパ'J 各11千百気機関の販売ー製造
1968. 3. ~ 

州 イタりア H~ 下屯{，~(，附 P!'l' イタリア・ミラノ 各位百気関与Jの臨完
日目O. 2. 1 

イギリス怯下屯器l附 PUK イギリス・バークシア 。
1972. 9. 1 

~同パナソニック P¥UK H ~'f慨商品の販売
特股販売(附 1980. 4. 1 

アイルランド PSI アイルランドーダプリン 各自信!l'(臨時の版:，:l;
松 f電器側 1985， 7. 1 
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地域 海外会社名 d時:，t-，γ4f1E1M 1 i1)l- ;ff 地 相 '''1 m 務

スウ ι ヂン lキγx スウェーヂン・
各f2.t，l.ì九機器の Wj(~'Jれぞ i、 'J~~日(円} j 972. 2. 2 y、トvょう 'l'Jl..J，

欧
デンマクHYf';li::W同 ]Ji¥D 

デンマーク."ングピ グ

1日76. 1.13 

ノ Jレウ;;:.-ì，.\'~T;h組側 1'Ni¥ ノルウェー・オスロ " ~'I~ 19日O. 日日l

オーストリ p;同コ オーストリア・ウィーン グ

松下'，m~(ト) jg82. s.18 

フィリピン
h191733コ 7. 1 ナショnいリソニックml

フイ，)ピン・マニラ dタ

ゴーへjレ・ダルマー 叫.N
インドネシア・ジャカJレク "' ヌサンタラ附 197日. 3.11 

NIF了「晶ゴーベル(1:骨 L19I7S4zーG↓0.26 dク dグ

シュナシ三Jゴ，>
日lVLJ7E0Lt.420 クイ.，.;;ンコク グ

ア W-i~J.~-1) ピス[叫

A. P ナシコナル雌7'~t樹 A19H84dS 928 H Jヅ

ユノ
トy'jASCO

松下服売サーピス(同
j()7G. 3.2日 マレ "ア・セランゴー，> グ

ア シンガポール
h14iJ上7:4江主Gヨ21 各島E日目気機部根品

以下 J也器貿MI.柑 シンゴ;('J'-)レ などの阻亮

豪州ナショナ"販売(明
j¥PA オストラリ 7 ・

各楠屯究機器の販売1978. 7. 1 ーサウス吋てーJ[.，;f

松 1Ei l'1 制
SfM 台湾・台北 特機商品・部品令の販売1日7日 5. 3 

寄港松貿仰
¥吐mlK

呑港 2ミJ十嵐 換究b~~与の販7GIOH2.9.2A 

CH:ffr)秘下日出産車不!内側資料
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第 3表海外事業場一覧
【製造主体会社】 )988年 2月

士山崎真 j1，申外会社名 警立何?1 i，i 泊仁 刻与 t!目 日 ;c 務

7 メリカ松下電器(附 MECA 米国・ユ斗ージャ ヲ
]959. 9.17 

，< チ ソ ニ ッ ク t士 Eむ
" Jゲ

195D. D.17 

パナソ工、yク作峨ト十 I司C
1臼82. 1. 1 " " 

クァーザー粁 q:; 
*1亘・イリノイ Zf!ft';[i:気機器の製造・販売

197~. 5.28 

;l "ナソニック政i主 I司王む 米国・ニュージャーツ
ンステム社 1!l86. 7. 1 

アメリカ松下市，"(:j:1 ¥lIC *固・イリノイ
197¥1. 1. 1 

アメリカ I¥!lSC 米国・ユュージ'¥'-".)' 
松下ザービ‘λ主[ 1982 日 1

アメりカ ACoYI 米国・テネシー 各種'rlt子l叩川品の製造松'[、';.[子部品(同 1930. 12.22 

アメリカ 五にC 米国・ ~，J ージア 自動車市司容のW!;泣
怯下通信I説明神 1935. 1. 1 

"ハカリフォ"ーア MIB，¥ 
米国・カ IJ"7オi'ニア カラーテレ日シャ-~製造

木 松下屯つ業側 1975. ~. 23 

プリルトリコ 1fr1) 
プエルトリコ・ j!グアス 名租 t気機器の製造版克

松"1'屯器棚 jmi5. 4. 8 

，<ナソーック p， 'L 1 ' *悶・ニューヲ γ - y 各組目気機器の研究開発テクノ υ ジーズl制 19日7. ~. 1 

カナダ松下市瑞(fl) MICA カナダ・トロント カラーテレピ等の製造
1972. 5. 

7)りカ斉電子工業(柑 川仰 'K国'ワシントンナ11 ピデオ・カラーデレピの誕泣
l由自3.5. 6 

メキシコ PA:¥JiI'.1EX メキシコ・メキシコシティ 名fill'，笠気機器の製造販売
ノ <1ソーックl附 1世7自白百

ナショナル
Nl{AEBBC -正 17 コスタリカ・サン tミセ 名1主屯試十世1;の製造t/トロコメリプ'J-)-(.相

中 グアテマラ松下屯YC附 Ms'，ASA グアテマラ rν 
1977. 0，21 

サルバトル松下，[主[柑 日E5N， エルサルパサトル・
" lQ74.12. A 、'/-!)-}).，r¥ドyレ

南
t-:MECA ベネズエラナショナIU附 ベネズエラ・カラカス 〆ノ

1060. 4.24 

米 ナショナルベルア ナl附 NTJ毛A
1Dc6. ::l， 4 

ペJレー・リマ 〆ν

プラゾルナショナル(干，[ KABRAS プヲアル・サンパウロ 州電気機容の雌販指10(.7， 12.11 

ブラジルナショナル NA'ωB 
ノ/ " お{!Il'f[1気機器の盟誼

首 H¥s品梢1 l 日 7~. 4.21 
」
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地域 海外会社名 霊立年月林日 所 どピ 地 m 当 業 務

スプリンジャー 旬、AM ブラジJレ・マナウス 名制竜江樹~l日切製造
中 ナショづ Jレアマゾコア州 1981. 7. 1 

南
スプりンデャー

s19w82lU6) 3 づショゾ Jレ部品!神 " F プリント拡隈守rの組立

米 フェゴナショナ k(附 FLRD 71レゼンチン・ブェゴ品 各組電気機器の製造
1 U日4.10.1 

フィリップス ド、，[正J
ベルギ ーテッセンデJレロ 乾電池の製I.!i:

松下唱i也桝:] I 1970. ¥). 3 

スペイン松下首相柑 P!¥ES スペイン'バ)(;{:ロナ 同電気機器の醐・販売 l
1073. 9. 7 

イギリス松下屯~('制 M日LUK イギリス・カ ディフ 各組電気機器の製造
197.1. 1'>.17 

イギりス I<MELK イギリス・ニューポート 電子タイプライター等の拠造 | 
欧 九州 ~1~下，11~~~柑 L9Sfl. 8，13 

イギリス
Ml9E 88UK 1 イニド，!スーノ〈ークシア ICj~Ij:[巨屯話等の製造

松下j~f~工主鳩

州 MBビデオ (11) :VIBV 自ドイツ・オステローゼ V丁目の製造
j082.1Z.22 

松下ビデオ製造附 iVlVM 丙ドイツ・パイネ vm周メカニズムの製造 | 1986， 1. 1 
7 

ヨ ロツノ4 ECOVI 岡ドイツ唱'!ューネプルグ 各組百子部品の魁造
フ 松下電子部『百バ伺 198，1. 7. 4 

リ iドノツ松下通信制 M198C5D 61  西ドイツ・ノイミ斗ンスター 自動車用ラジオ等の製造

力王Iーロ yパ iVll1M 
" 組写機等の製造

松下事務機器帥 1日目6，9.29 

日ーロッi' ?叩氾
』 ・ヘッセン OA機~~問壬タの製造

松下モ世怖) 1986.12， 8 
ト

iVIEF'CA タンザ::..7クニ東771J;力怯 F電器棚 1966，11. 28 エスサラーム 名種 f~気憐器の製造

コートジボアール
「I¥91128L4.CI412 H.:-I、電器棚

コートジポアーノレ ，ν 

インドナショナル(柑 Ilm日72T∞• 7.15 インドーマドラス 乾電池等の!!1造

インド川下カーボン州 ]九ICC インドーパロ グ 位屯池f日炭素峠守の製造
1982. 9. 6 

ア
ラカンパル iλヘ:CO インドーマドラ λ +ム屯池古の担造

ν ‘ 
ナショナル(槻 1972. 5.2.{ 

ナショナル
N1日E7l3E.DlIB イランーイスブ 7ノ¥ン 調理屯化機誌の製造

ア イラン電業開

中 lじ京・
BlUM87C.C 91  松下彩色町像官イ伺

中国・北瓜 カラーブラウン官の型追

近
台間松下，li:訴附

I'Aト，1岨1コ 介湾台北 名H電気低器の製造・版売
1962.10. 1 

東
T八IMATSU台怯土諸問
19GB. 1. 1 

台湾・基隆 乾電池島H:it翠棒等の製造

{]下電器技術開先附 MI1T 台湾・台北 研ソ究ス開ァ発ムソフト技術などの I 
1981.12，14 
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地域 海外会社名 市設『立ー年月附同 所 在 地 そ宜 と“f 菜 務

国際電国製造削 IlR98D 271  苔地 玉川扇}換気扇今与の製造

プレシヅョンよLレクトロ PE<コ フィリピン・リザJレ 各碕1~気機器の拠出
ニクスコ-oJ，レーション 19日7. ~. 14 

フィりピン松 F通信州 M19C87P 1l Jグ テレビカメラ等の製造

ナショナルゴーペルl柑 ト品BB" インドネシア・ジャカJレタ 各随電気機器の製造
1970.7.27 

松下ゴーベル電池崎 I19P87131 123 Jゲ ~11fi'llî他・応用組品の製造

ナショナルタイ附 N19同61. 12. 12 クイ・"ンコク 各I豆電気機器の盟造

A. P ナショナ!CI附 AI9P79J 11  クイ・サムトプラカーン Jν 

マレーシア松下屯器棚 九.1eli工lIv! マレーシア，セランゴール 各組電気段器の~iB' 販売
1965. 9. 3 

It 下旬護側 FlV日1742I-江4〕.s " 各種電気機器の製造
ア

ユ-ノ
マレーシア

松下活子部品III M19I7E2.O12M ‘ l' グ 各種電気部品の製宣

ア マレーシア MEDELVI dν コンデンガ一等の型造
1公下電子宮悦オ側 [987.11.23 . 

マレシア
ト1V9P78[-930 マレーシア・ジョホール 偏向コイル等の製造

中 松下精密工)が倒防

近 松下コンプレッサー(&附 MCM マレーシアーセランゴール
エアコン阿コンプレッサー

モタ 19B7. 4. 1 f事の製道

車 シンガポ Jレ IvIARlS シンガポール 冷の蔵製庫造周コンプレッサ 等
松下冷機附 1972且 3.27

シンガポール
討19E7E7.A720 " 各誕百気時器の製造

松下畑氏線機器繍

シンガポール IvIEM 
" 精密モータ等の製造

怯下モータ(柑 1977.7.20 

シンガポール SIN::口、，1 4ψ 名高~;宜主L出l日の型i董
松下循子al¥rl日J掬 ID77. 7.20 

シン点。ポ Jレ NIT工3
" 各組トランクスターの製造

松下電子側 1 \J7 ~.12. 1 

シンガポーJレ
阿19<古7S6 d 

カラーァレピシャーシ白

升電子工'y附 製造

シンガポール
L198373 91  " ファクシミリ等の製造

松下宿世栂

シンガポール松下 MAS'TEC 
" 生堂設備機器等の型車

テクニカルセンタ (柑 197自 12.21

オ ストラリア ?町IffiA オ←スサトラウリアウ ・ 各種1日気陵時の製造
松下電器削 19日8:.2.23 ニュー ス ι-)レズJ'H

〔山所〕松下屯器社内報資料
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γYjの形態をとって現われた。

(2) グローパノレ・マーケティング

1980年代の松下電器産業の国際マーケティ YYは，海外の販売会社を媒介と

した輸出マーケティングから，海外を拠点、とした製造と販売の統合した会社に

よるグローパルな視点から行なわれるグロ バノレ・マーケティングに転換した。

松下電器産業は， "ローバノレ・マーケティングの本格化に向け， 1988年 4月

松 F電器貿易との合併主行い，組織的改草を実行L 新たに海外事業部を新設

した。 ζの事業部の下に，米洲本部，欧州アフリカ本部，アジア中近東本部，

東京輪山本部を設置した。そして，グループの売上高を現在の困内61%，輸出

27%，現地生産12%から1990年を目標に園内50%，輸出25%，現地生産25%の

割合にするという万針を決定しているm。

グローパノレ・マーケティ γ グは地球的視点から展開されるものであり，一国

に生産と販売を集中して全地球的規模で行なうことも可能であるが，それをよ

り十全に展開するためには，地球的規模での生産会社と販売会社の配置を不可

避とする。松下電器の全世界的な販売会社の配置はすでにみたが，ここでは生

産会社の配置を中心にみてみよう。第3表は松下電器産業の製造会社設立状況

を地域別に示したものである。製造会社68社中，北米14社，中南米11社， ヨー

ロッパ11社，アフリカ 2社，中近東4社，アジ725社，オセアニア 1社となっ

ており，その中心はかつての7'./7中心から，北米，欧州などの先進諸国に積

極的に戦略の焦点をあてているところにその特徴をみることができる問。

これはまた，松下電器産業が，世界を同本，米州，欧州アフリカ，アジア中

近東の 4ブロックに分け，それぞれのプ戸ックを担当する体制として i日本

本部j，i米州本部j，i欧州アフリカ本部j，iアシア中近東本部」という 4本部

日) r松下電器貿易50年のあゆみj43ペ ジー
18) 大前研一民は今日グローバルな視点で国際化をすすめ"企業は，地球上の経椅活動を北米，欧

州， 日本を古む東南アジアc:>3つのプロッグに焦点をあてて展開し，これら白地域での競争に勝
つことの重要佳を指摘している。(大前研 『トライブド ハワー」講談社， 1985年参再入
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制の設置の中にはっきり示されているo

戦後，松下電器産業の海外工場の建設は， 1961年12月タイに「ナショナノレ・

タイ(株)Jでの乾電池の現地生産を出発として，台湾松下電器(1962年!o月)，

マレーシア松下電器 0965年 9月〕などアジアを中心としたものから，その後

フェルトリコ松 F電器〔株) (1965年 4月)，ナショナノレベルアーナ〔株) 0966 

年 3月)，ナショナノレ・セントロアメリカーナ(株) (1966年 3月)，プラジノレ・

7ショブノレ(株)(1967年12月〉など中南米を中心としたものへと相次いて設立

されているo しかし，時期的に見ればその多くは1980年代に入って設立された

ものが多いu

以下，そわそ、わの地域別の戦略の特徴Jこその実態について楳括してみよう。

松下電器産業では北米市場を最大の重点戦略地域として位置づけている。こ

こでは，貿易摩擦に先手を打ち，輸出の代わりに現地組み立てを進める「消費

立地型」の展開を図ることを主要な戦略地としている。 1965年にプエノレトリコ

松下電器(株)(MEP)を現地に設立し，アメリカメーカーの電気時計を組み込

んでクロックラジオの生産を開始した。これは日本の家電メーカーの中でも海

外生産事業として，アメリカ進出の第一宇であった。松下電器産業の本格的な

生産は， 1974年にモトローラ社 (MOTOROLA) のテレビ部門を買収して，

Vカゴにクェーザ一社 (QUASAR)を設立したことに始まる。 これによって

アメロカにカラ テレビの生産拠点をもつことが出来るとともに，製販一体と

なったアメリカを拠点、にした本格的なグローパノレ・マ ケティングの展開の出

発点、を築〈 ζ とが亡きた。 1979年にクェーザ一社は製造部門を分離してアメリ

ヵ松下電業社 (MIC)を設立し， 1985年には年間10日万円台のカラ テレピり

他電子レンジなどを現地生産している。 さらには OEM供給をおこなってお

り回，メキジコのシャ-:/工場に隣接Lた組み立て工場では19イソヰ型の生産

やしている他， 1986年 5月にワシントン州パング パ に米国向け VTRを担

当している松下寿工業が VTR工場を建設している。 VTRに関しては日本の

19) 近年韓国の三星電子に変更している cr日経流通新聞 I1988年6月2日付)，
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メーカーが米国市場を殆ど独占している状態である。 1988年 4月には，イリノ

イ州フラン Fリンパークに北米テレビ事業部を新設している。カラーア V ピに

関しても日本のメーカーのシェアが高<.米国の製造メーカーは，海外からの

部品調達， あるいは OEM供給に依存， ハードを梅外に依存す芯ことにより，

販売中サーピ月に徹するといろソフトとハードの分業体制をとっている。たと

えば，カラーテレピメーカーである米国の RCAは早〈から海外生産に切り換

え，現在台湾でチューナー， ヨーク，一部のジャーシ幸子生産，メキシコではヨ

- !J. γャーシの大半をと主産L 最終組み立ておよび調整はすべて米国内工場

で行なっている。 その{也ゼェス GTE，'/ノレパュア (SYLVAN1A) もRCA

と似た方式をとっており，まず台湾で部品，プワント基板レベノレでの組み立て

を行い，メキシコに持ち込んでずャーシ段階の組み立てを経て米国内で完成さ

せている。 GEにいたっては， 1986年中にカラーテレピの生産から撤退してし

まい販売活動に限定し』 松下電器産業や金星社などからの OEM供給に全面

依存している。こうして， GEは総合家電メーカーから現在サーピプ、部門であ

る財務データ処理が40%を占めるまで変貌している山。 IBMも同様で 1970年

のサーピλ部門が20%であったが， 1984年には80%まで引き上げてしまってい

。。
現在，流通資本0)強い米国り家電市場は過当競争と販売体制の乱れにより値

崩れが激しいため，価格の安定を保障する販売体制の構築が緊急、白課題となヮ

ている。そのため，松下電器産業は上でみた工場建設と新製品の導入と並行し

て，従来の販売会社を中心として，北米における販売休制の強化を進めている。

その内容は次の土うなものである。 (1)全国量販席対策. (2)新規販売庖の開拓，

(3)新規参入商品の強仏 (4)投資効果のあがる宣伝. (5)流通費用の節約. (6)支庖

長，セーノレλ マンに対するセミナーの実施など。より具体的に見るならば，松

下電器は販売価格の立て直しのため. 1988年 6月から「パナソニ γ ク・プリズ

<!:O) 矢野経背研究所『エレタトロニクλ 市場，海外土産と市場再編成.Il1986年.82べージ。
21) r日経流通新聞J1988年6月2日付。
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ム」と名つけた高級大型テンピを発売し，価格もそれまでの司じ大きさの商品

に比べて 2~3 割高めに設定した。そして， 価格を崩さない優良庖を400から

500庖選定するなどしていがD。米国は独禁法でメーカーによる販売価格の設

定士厳し〈禁止していることや，流通資本の力が強いということがあって，メ

カ の値上げも末端には浸透Lにくいと L、う状況がある o このような状況に

対して，松下はディーラーの原資となっている大量購入や短期決済による過度

の優遇措置を改める方針を明確にする1-1-もに，とりわけ，畳販問が巨額のリ

ベートを製品の値引きに充てることで生じている値崩れに対する防止策として，

巨額のリベートの廃止の方針を明確にしている。

北米市場に次いで松下が重視しているのが欧州市場である。円高と貿易摩擦

の増大とともに， 日本企業は対欧直接投資を増大させていった。欧州における

日本の民生用電子機器に対する直接投資は著しぐイギリユに集中している。

1974年 6月にはウェ ノレズ州にイギリス松下電機(株)(MELUK)を設立して，

カラーテレピの製造を開始Lている。これはゆくゆく予想された EC諸国との

貿易摩擦の緩和のために設立を決定したものであった。 1984年従業員620名，

カラーテレピ22万台(うち 9万台輸出〕ハイファイチューナー 8万台を製造し

て全数輸出している回。そのほか，松「グノレ プとしても， 1986年 8月にはイ

ギリ λ 九州松下電器(株)(KMEUIC)が電子タイプライタ一等の製造を， 1988 

年 1月にはイギリス松下通信工業(株)(MCUK)が自動車電話等の生産をして

いる。先に述べたように，松下電濯産業は海外で製版体制をすすめるため，松

下電器貿易を合併したが，英国でも，製版一体化の前段階と Lて家電，無線商

品君子扱うイギリ λ松下電器と，非家電の特機製品を手がける英国パナソニック

特機販売を合併し，イギリス松下に統合Lている。

家電各社は1992年の EC統合を前にこの巨大な市場への進出を目指し着々と

その準備にかかっている。松下電器産業はその事業展開にあたっては，単に工

場の進出以上に「イ Y サイダー化」すなわち，欧州企業の一員として活動する

22) W松下電器貿易50年のあゆみj74へージ。
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ことをめざし， (1)資本提携，技術提携を含め現地有力企業とパートナーシップ

を強める， (2)可能な限り現地調達率を高める， (3)地域社会に貢献するなどを重

視している。松下電器産業が「インサイダー化」をめざして設立したのが， MB  

ビデオ(有)社 (MBわである。 MBV社は，松下本住町ビデオ事業部が中心と

なり， 1982年12月に西ドイツのオステローデに，西ドイツのメーカー，ポッシ

ュ (sosch)グループとグルンディッヒ社 (GrundigAg.)とが提践した会社で

あ答。ポッーノ斗干土は世界最大の自動車部品メーカーであり，映像，音響製品を

生産， 販売する子会社プラウプンクト社 (BlaupnnktWerke Gmbfむをもっ

ている。グノレンディッヒ社は』映像・音響製品を生産，販売しており， カラー

TV ・VTRのシェアは西独第 位の地位にあるが，松下電器産業はグノレンディ

ッヒに心臓部のヘッド巴/リンダ -0)製造技術供与をした。 MBV社は VTRを

生産しており，その製品は欧州パナソニッグ販売会社・代理庖とポッシュ・グ

ノレ フ。の販売;6を通して販売している。その出荷先は西独国内および EC諸国

であり，生産の 4分の 1強をボッシュ・グループのプランド「プラウプ γ クト」

製品として出している。この提携によって，欧州メーカーの VHSファミリー

化が急速に進み，松下は欧州 VTRメーカーとして定着し，部品もかなり現地

調達が可能になっている2ヘ
松下電器産業では日本を含むアジア地域を北米，欧州市場と並んで重視して

いる。円高と貿易摩擦を契機としてJ 日本の民生用機器の各メーカーは，現地

生庄の志向を強める一点，国内市場の，/""アーの拡大宮めざして激烈な価格競

争を展開している。松下電器では，その対策としてコスト優位性を実現するた

め，生産と販売過程の徹底した合理化をおしすすめている。生産過程の合理化

は，設計段階から納品までの聞で， rし、かにすれば部品，材料z 工程設備などを

ぜロにすることができるか」という「無化思考」に典型的にみられる。流通品

程の合理化は販社の統廃合とク V ジヅト部門の縮少がみられる。また組織変更

として顧客志向をめざした園内の営業体制の抜本的な改革を行っている。 1987

23) 松τ電忠彦業D社内資料。
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年11月に従来の製品別 5営業本部を廃し. 11顧客 1営業窓口」を基本とする

営業組織を採用した。個人・家庭を顧客とする「リピY !7'蛍業部門J，企業・

官公庁などを顧客とする「システム営業部門J. 製造業者を顧客とする「イ Y

ダストリ営巣部門」のa部門である。このうち「インダλ トリ部門」について

は，納入先の企業白国際化がすすみ，海外と園内の販売部隊の問の関係を1 ム

ーズにするため，イ Y ダストリ部門を廃して. 1国際インダZ トロ営業部門」

として国内外の営業部門を一本化した。

アジア地域には比較的早〈から製造会社を出していたが，この地域への進出

動機は低賃令と輸出規制Iにあり当初は地域市場対応部をキ要な目的としていた

が，グローパル・マーケティ γグを戦略目的とする 1980年代には，アジア市場

を国際マーケティングの拠点として世界への「輸出生産基地」としての位置づ

けを明確にしている。

輸出増進を国策としている台湾では. 1962年10月に設立した台湾松下電器

(有)会社が，現地生産開始2年後の1964年には，沖縄へ炊飯器，香港・東アフ

リカヘ}ランジ旦夕ーラジオを輸出して，松下電器産業の三国間貿易の先達と

なった。 1984年には 1億ドノレを突破して，行政院賞の受賞までしている。その

輸出比率は35%で，輸出先は，北米向け53%，アジア向け16%くうち日本向け

5%). その他ほとんどの地域に及ぶほか国内輸出加工地区向けが18%となっ

ている。主な輸出尚品は，ラジオなどの音響製品46%，テレビ26%，部品17%，

トーλ ターその他11%であった。台湾には台湾松下電器のほか，台湾工業〔有〉

(1966年設立〉がある。この会社の1984年度の全生産販売32億円のうち. 31億

円 (97%)はアメリカ VYガポーノレほか世界各国への輸出である。

東南ア♂7地域の中でも，とくにシンガポーノレ，マレーシアは海外生産の重

要な拠点、としての位置づけがされており， この地境への進出は積極的であり，

1987年現存シンガポーノレには 8社，マレ シアに 6社の生産会社をもっている。

1984年のシンガポール6注の輸出比率は82%. マレ -"/'74社の輸出比率は43

%とそれぞれ高い比率を示している。
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1972年3月，シンガポール松下冷機(株)(MARIS)が冷蔵庫用のコ γ プν

ッサーの輸出専門工場として設立された。この工場は1984年には約 187億円生

産をしておりこのうち98%までがアメリカその他各国への輸出であった。 1977

年 7月に設立されたγYガポール松下無線機器(株)(MESE)は無線商品の輸

出を行い， 1984年には販売総額176億のうち， 168億 (98%)を輸出している。

また，この会社はアメリヵ向けカラーテレビ用シャ シを生産している。"y'/

ガポール松下電子(株)(MECS)は1978年12用に東南アジア地区の半導体需要

に備えて設立し， 1984年には総販売額96億円のうち77%を日本お上ぴアジア地

域に輸出しているυ

マレーシアはシンガポールについで重要な輸出牛定基地として重視されてい

る。すでに松下グノレープの 7社が進出しているが，そのうち 6社は輸出を専業

k してい号。 1972年 4月には松下電業(株) (MAICO)が輸出を専門とするエ

アコン工場として設立された。 1984年には91億円の生産を行い， うち74%を世

界各国へ輸出している。 1972年12月に設立されたマ νーシ7松下電子部品(株)

(MECOM)は輸出用部品工場として設立され，総生産60億円 (1985年〕のうち

85%をアジア地域およびアメリカ，欧州へ輸出している。また，テレピ用トラ

ンス， コイノレの輸出用生産を目的に設立されたマレー γ7松下精密工業(株)

(MPI)は総生産33億円(1984年〉のうち77;'百を輸出している加。国内販売会

社として 1965年 9月に設立されたマレーシ7松下電器(株)(MELCOM)も，

現在では家電総合メーカーとしてアレヒコアイロ入冷蔵庫，洗濯機，扇風機，

乾電池など製造しており， 1988年現在，輸出比率を20%に高めている。

アジア諸国，なかでもアジア NIESほ，輸出主導による高成長を続けその

経済力を飛躍的に発展させてきた。この中で，松下電器産業はアジア諸国との

問で国際分業体制をとっている。つまり松下電器産業はカラーテレピや VTR

など高付加価値商品を生産・販売し，アジア諸国の企業には扇風機，洗濯機な

ど労働集約的な低付加価値商品の生産・販売をさせる。先進国間では，相互に

21) 松下電器貿易回年のあゆみ.Il88""""101へ ジn
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競合しない製品を扱うことによって過当競争を避けるなど，複雑な競争を展開

している。

今やグローバノレ企業となった松下電器産業は，経営資源を地球的規模で配置

した上で，各拠点聞における最も効率的な調整を行なうことによって，有機的

関連を高度化しつつグローパノレ マーク 7 ィングを展開しつつある。

今後この Fロ ハル・マーケティングを支え，いっそう発展さ官ることが出

来るかどうかは，地球規模で分散，配置さわした松下グループの事業部，生産会

社J 販売会社が全体止していかにスムーズに調整され，統括することができる

かどうかにかかっている。国内のみならず令世界に分散している松下グループ

の事業部，生産会社と販売会社，関係会社を結んでいるのが，高速デジタノレ通

信網パナ・ネット CPana-Neのである。圏内基幹通信網は，本社と東京支社の

VANセ γ ターを核に全国26拠点の聞を結んでいる。各事業所はこの拠点に接

続し， 1987年6月現在150事業所を結ぶネットワークとなっている。また，事業

所のみに限定されないで，家電販売会社とも接続しており，全販売会社が専用

回線で結ぼれており，主要販売会社との問で，実販，在庫情報を収集する γ ステ

ムが稼働している。現在，海外会社と国内事業部聞にも国際パナシステムと呼

ばれる受発注vステムの構築も計画されている o これはグローハノレ経営戦略と

経営効率化を狙ったもので，園内，海外の通信ネットワーク“ h仏 XNET-II" 

を伎って松下グープの世界で扱っ亡いる商品の生産，販売，在庫情報の集中と

活用，販売と製造の受発注や流通情報のオンライン化，物流業務の自動化など

を目的としている。 1987年 3月に販売会社を含めグノレ プ950社が決算期を統

一Lたが， これに止って，園内の松下グノレーデ全体の実態を連結べ-7-でより

正確に上り速〈把握することを可能に Lた。これまで海外販売会社における実

売，在庫の情報を収集し把握するには，ファックスやテレッグスなどを通じて

約半月かかっているが，国際ノ、ナシステムが完成することによって，瞬時に実

販，在庫の状況を把撞することが可能となる。圏内外のグループ全体の計数を

迅速に把握できることは，生産計画，販売計画にとって重要であるばかりか，
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国際市場での競争における優位性の実現を可能にする。 1972年にハンフソレグ，

1977年にシンガポーノレ， 1979年にロンドン， 1982年にユューヨークり 4つの拠

点に通信センタ- MAXNET を設置し，ここを中心に周辺地域事業場の情報

を集中する体制をとった， 1985年には MAXNETを通じて発信処理される電

文は月約24万件を超えている日。今後。パナ・不ットの改羊の進行とともに松

下電器産業の国際マ ケティ γFは飛躍的にグローパノレ・ 7 ーケティングの性

格を強めてい〈ことはまちがいない。

III おわりに

木稿?は，わが国の代表的総合家電メーカーである松下電器産業を中心とし

た国際マーケティングを事例としてとりあげ分析した。松下電器産業は196日年

代から70年代にかけて集中豪雨的輸出主導型の国際7 ーケティ Y グを積極的に

展開した。この松下電器産業にみられる輸出主導型の国際マーケティングの特

徴は，多かれ少かれ日本の大手家電メーカーに共通してみられる特徴である。

この集中豪雨的輸出を可能にした最大の要因は，国際的マス現象として存在す

るニーズとウォンツを基礎にした製品の標準化と製造工程のイノベーショ Yに

よる一定の品質とコスト優位とを求めることができる。コ月ト優位性は全世界

への輸出に際して，競争優位を保障する重要なモメレ/トであった。それは消費

者に対しては，相対的に低価格の商品の提供を可能に L 流通業者に対しては，

相対的に高い寸ージンの支払L、士可能に L 松下製品を専属的に扱う独自の販

路の形成を容易にした。独自の販路は安定的大量販売を可能にするのみならず，

現地の消費者の r ーズやウォソツの把握，競争業者についての情報の入手を容

易にした。

196C年代から7日年代にわが国の大手家電メーカーによって行なわれたこの輸

出キ道理の国際マーケティジグは，欧米諸国の家電メーカーによって展開され

た「マルチドメ兄ティ yク・マーケティングJ (Multidomestic Marketing) 

四〉 筆者の聞き取り。
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とは対照的である。 r-<ノレチドメスティック・マーケティ Yグ」とは，海外に

生産と販売拠点を置き，現地に大幅の権限を移譲したマーケティ '/!Tで，地球

規模的観点から行うマーケティ γグとも区別されるものである加。

しかし， 1980年代に入り，円高と貿易摩擦を契機に松下電器産業は輸出マー

ケティ γ グと並行して，積極的に海外に工場と販売会社を進出させる ζ とによ

って，そのグループの輸出入，海外生産，販売など海外事業の一元化をはかり，

グローパルな観点から国際マーケティングを展開L， P'ローバノレ・マ ケティ

ングの性格を強めている。 これは欧米諸国の企業が「マルチ・ドメスティッ

ク」なマ ケティングから，グローパノレなマ ケティングへ移行したの主は対

照的であるとはいえ両者に共通した特徴は国際的寡占体制の再編過程を示した

ものであるという点で興味深い。(本稿は文部省科学研究費補助金による成果

の一部である〉。

26) rマルチ Fメスティック」の概~につレては， M‘ E. Porter c9“Competition in Global 

Industries". 1986を参照.W. j キーカシ【w.J-Keegaめは，市場申対卑 (focus)，企業。タ
イプ (Companytype)から，(j)国内マーケティン〆，③国際マーケティング，③多国籍マーケ
ティング，(j)グ内ーバルマーケティングに類型化している o (M. j. Ke目eg酔.. 恥"“GIobalMa紅工ko山

M'anagement .. ぺ.1目9田毒照コ私の祝士化Lている「輸出マ一ケテイ γグ」は@の国際マ ケテイ
y グに相当しL ポ一タ一白概念f化bし1いる「マルテドメステイ νク.マ一ケテイング」は@り l'多多
国籍マ一ケテイング」に相当する.


